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中国西安市地下鉄駅周辺地区における不均質な土地利用変化量の分析

Analysis of Heterogeneous Land Use Changes in the Surrounding Area of 

Subway Stations in Xi'an City, China 

高晨軒＊，鶴崎直樹＊＊，許天心＊

Chenxuan GAO, Naoki TSURUSAKI, Tianxin XU 

In China, the urbanization caused by economic development has faced various issues these years, large-scale 

cities are experiencing a boom of subway system's construction at the same time. This study aimed to clarified 

the factors of the land use change around areas of 89 subway stations in Xi'an city, China by using regression 

analysis. As the results: 1) Identified 6 special business-public districts that influence the development of 

surrounding areas; 2) Identified 7 effective factors associated with land use change; 3)The trends of associations 

between factors and land use change due to spatial heterogeneity have been clarified. 
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1. はじめに

1.1 研究の背景と目的

中国において、特に人口が集中する都市は、急速な経

済発展がもたらした都市化と市街地エリアの拡大により

様々な都市間題と対峙し、とりわけ都市中心部では開発

用地の不足、交通渋滞、緑地の保全、残存する農地の有

効活用など、迅速な対応と解決が求められる土地利用上

の課題が発生している。そして、近年、中国の都市計画

においては都市内多拠点を公共交通で連結しその結節点

である駅を拠点とする都市構造への再編が有効な手段で

あるとし、例えば2008年から 2018年の間に中国国内に

おいて都市鉄適開発事業が活発化し、成都市や西安市な

どほとんどの省都ではこの 101ード間に地下銀の整備が進

められてきた。これらの地下鉄は、効率性、利便性、快

適性、安仝性に加え、地上レベルの士地の有効活用など

多くの利点や有益性を都市にもたらすとともに、地下鉄

駅固辺は牡会活動や経済活動の拠点として変化し、その

七地和」用が変化している。また、中国政府は都市計画に

おけるこの地下鉄整備の重要性を意識し整備方針1)を示

しており、各都市ではこの方針に基づき地下鉄整価によ
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る都市構造転換を計画している。

このような中国の都市計画に基づく将来変化に対す

る知見を得るため筆者らは、中国の二線都市（新一線都

市）注1)の中で2008~2018年の期間に先行して地下鉄整

備され、その駅数、延長距離、路線数、乗降客数などが

他の二線都市を上回る西安市（図 1) 2)における地下鉄

4路線上の 89駅とその周辺地区を対象とし、それらの類

型化とともに土地利用特性および遷移の実態を明らかに

した3)。本研究は、この研究の延長上に位置し、地下鉄

整備による駅周辺地区の上地利用変化について、拙稿を

もとに、異なる分析手法を用い、隣接駅を含む広範囲を

分析対象とし、士地利用変化における駅同士の相関性や

立地環境との関係について探求するものである。なお、

都市内上地利用変化は、都市政策や経済収益など人為的

影轡が強く反映された現象であると言えるが、一方で、

上地利用計両等の規制やコントロール手法により、その

変化は語導された内発的な変化としてとらえ得るとも考

えられる。そして、この内発的な上地和用変化は、周辺

の士地禾1」用や開発状況、人口集稼度、公共交通の利便性

など立地環境により影響を受けるとともに、多様な要因

により都市空間内で不均ーに出現し、その程度も一様で

ないと思われるごとから、木研究ではごのような状態や

性質を土地利用変化の空間的不均質I‘生注2)として定義す

る。加えて、地下鉄の新設は路線周辺地区の内発的上地

-33-



西安市地下鉄
整備地区

oka
市
u
岡・

uk
福
F
 ・1a
 

h
市
ng海
a
上
h
 s
 

ng市
が
京et
 

B
i
 ／
忍
[
The/
 150km l l 

Shaanxi province 

2021年時点の
中国二線都市
における西安

／ 
市の地下鉄整
備順位 （全48
都市）

路線開通年度
2011年

f 
(9位／48)

駅数 ．159駅
(6位／48)

NA 

延長距離
252. 6km 
(9位／48)

路線数
8路線
(6位／48)

乗降客数
10. 2億
(3位／48)

図1 研究対象都市とした西安市とその地下鉄整備

利用変化に特に大きな影響を及ぼし、この空間的不均質

性を引き起こす要因ともなり得るのではないかという問

いを想起させる。しかしながらその解明のための体系的

な分析の枠組みは確立されていないともいえる。そこで、

本研究では前述した間題意識のもと地理学的視点と手法

を用いて以下を明らかにすることを目的とする。

l)地下鉄路線上の駅周辺地区を対象とし整備前後の土地

利用変化量の分布に注目し、その特徴により土地利用の

内発的な変化の評価モデルを構築する。

2)西安市における地下鉄の整備により路線周辺地区にお

いて不均質な上地利用の発生の有無を検証する。

3)土地利用変化量の分布の空間的不均質性に注目し、各

駅周辺地区の立地特性と土地利用変化量の関連因子との

関係性を明らかにする。

1. 2 研究の対象

研究対象である西安市は中国西部に位置し約 1,000万

人もの人口を擁する大都市であ り、未央区、新城区など

11の市轄区と藍田県および周至県の2県を管轄する自治

体である。古くは中国の十三朝の都であった長安として

知られ、現在は、同市を中心とする広域的経済圏の国家

的重要性より特別な自主権を有する副省級市注3)として

指定されている（図 1)。また、西安市中心部では、蓮

湖区と碑林区を横断し新城区と隣接する形で東西方向約

4.2キロメートル、南北方向約 2.7キロメートル、周長

約 14キロメートル、高さ 12メートルの城壁が立地する。

さらに、西安市は2002年に策定した「西安城市総体計画

(2008-2020年）」 4）において、総延長距離 73.17 kn]と

なる 1号線、2号線、 3号線、 4号線の地下鉄4路線を計

画しその整備を完了した。また、西安市ではこの地下鉄

4路線に加え 5号線、 6号線、 9号線、空港線が整備

距離は 252.6 kmに及ぶとともに、この路線上の駅周辺エ

リアは多様な変化を遂げている（図 2)。西安市はこれ

までに 8路線を建設し、今後も新たな路線を整備する予

定である。

1. 3 既往研究における本研究の位置づけ

都市の鉄道駅周辺地区に関する先行研究は多岐にわた

り、多くの知見を獲得している。例えば、中村5)は東京

圏における駅勢圏の土地利用比率による駅タイプを区

別し、乗降客数増減傾向との関係を分析した。また、宋

俊換ら 6)は、東京 30km圏の鉄道駅周辺地区を対象とし

駅周辺の密度、機能、成長に関する TOD因子を用いたク

ラスター分析により類型化を試みている。他方、中国都

市の鉄道駅を対象としたものでは、 i番海鳴ら 7)が上海市

の地下鉄駅整備に伴う駅までの距離の増加による士地

利用の変化を明らかにしているが、その研究のほとんど

は上海、広小卜1などの中国の一線都市を対象としており、

二線都市で建設された鉄道駅に関する研究は少なく、ま

た主観的分析手法によるものが多い。

一号線駅名

全19駅：
1．後衛稟

2．三橋

3息河
4．棗園

5漢城路
6．開遠門
7．労動路

8．玉祥門

9洒金橋
010．北大街
011．五路口
12．朝

13. 

;；□ージ一伽20．北客駅
N 
/ 

21．北苑
22運動公
023．行政中9
24鳳
25．市
26．大
27. 

34，緯一

35，会展中9

36，三父
37，鳳棲原
38．航天城
39犀 曲南

地下鉄線路 建設／開通年分 fL例
一—号線 2008 / 2013 研究対象とする
一 二号線 2006 / 2011 先行開通の地下鉄路線

＝認： 盟畠盟］．研究対象とする地下呻
一 五号線 2016 / 2020 0乗り換え駅
一 六号線 2016 / 2020 ^”^西安市古城翌

I 長安区(8駅）
一 九号線 2017 / 2020 -—都市の区の境界線
一 空港線 2011 / 2019 重璽都市llll高速鉄道駅
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図2 西安市地下鉄路線および分析対象駅周辺地区の位置
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図3分析対象範囲例

図4土地利用変化図
（青龍寺駅の例）



既往研究
--------------------------―̀ 
＇ 
，分析対象とする西安市地下

:1 鉄駅の選定 (89駅）

中国人の平均身長による
歩行速度を条件とし、駅
を中心点とする約750m
の徒歩1111域で分析対象範
囲として設定する。

lI悶翌;::範囲から土地利
L--------.J_ ----------------

データソース
Xi'an City llig!, Speed Rail Transport 

Regulation Plan [RJ. 2006 

Xi'an City Master Pinn [R].2008 

2016 Xi'an City I.and Use S1atus Data 

2020 Xi'an City Land Use Status D.ia 

2016・2020 Xi'an subway passenge1・m1mbcr 
data()(i'anぬiiTransi1 Group Co., Ltd.) 

Baidu Map Open Platfonn 

Amap TranspMaLion System 

土地利用データを視覚的に表現し、比較分析による特徴の探す

定量分析を通じ、土地利用変化量の立地特徴を確認する

・空間的自己相関分析 (AnselinLocal Moran's I) 

土地利用変化量を従属変数とし回帰モデルの構築

--_＿＿---…---1 
｛最小2乗回帰(OLS)
--"'l..＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
i地理空間加重回帰(GWR)--•—-----------i 

独立変数としてモデルに導入

・モデルによる土地利用変化量の相関因子の解明。
・因子相関性は都市内での変化傾向および政策との関係の解明。

図5 研究のフロー

次に、駅周辺地区の士地利用について回帰モデルを用

いた研究に注目すると、その数は少ないものの、例えば

陳碕ら 8)は福岡市地下鉄駅地区を対象とし乗降者の影響

要因を解明し優れた知見を獲得している。しかしながら

他の研究では人口、地価或は収入を独立変数および従属

変数とした場合が多く、本研究のように地下鉄駅地区を

対象とし、回帰モデルで土地利用変化を従属変数とし解

析するものは見られない。そのため著者らは西安市内地

下鉄駅周辺地区の定量的分析による類型化、立地特性分

析とともに各駅地区の類型化および土地利用種別の変化

の実態について明らかにした3）。そして本研究は著者ら

の既発表論文にて分析対象とした西安市内 89駅周辺地

区を同様に分析対象とするが、前述のように土地利用変

化を内発的変化として捉え、また士地利用変化量の分布

状態を空間的不均質性に注目し分析を試みる点において

新規性を有すると考えたい。

1. 4 研究の方法

本研究は以下の作業をもとに分析をおこなった（図 5)。

l)分析対象地下鉄駅周辺地区の選定：西安市おいて新設

された地下鉄8路線のうち 1号線、 2号線、 3号線、 4号

線の4路線上に立地する89地下鉄駅エリアを分析対象と

して選定した。なお、他の路線は 2020年以降に開通され

本研究作成時において整備前の土地利用との比較ができ

ないため分析対象としていない。

2)分析対象範囲の設定とデータ作成：分析対象範囲は、

著者らの既往研究による4路線上にある89地下鉄駅を中

心点とする徒歩圏域（図 3)注4) とし、また、土地利用

面積の変化は、 2016年と 2020年の土地利用図（ともに

画像データ）を重ね、その差分を土地利用種別の変化と

して捉えたのち、画像データ（ピクセル数）を計数し、

その変化面積を算出した（図 4)。

3)従前土地利用と土地利用変化量の関係分析： 4年間の

土地利用変化量と整備前 (2016年時）の土地利用を比較

し特徴的な地区を抽出する。

4)分析対象 89駅周辺地区の土地利用変化の分析と特殊

地区の抽出：地理情報システム (GIS) の空間的自己相

関分析注5)ツールを用いて、各地区間の土地利用変化に

おける相互作用を定量的に分析し、土地利用変化の特殊

な地区を抽出する。

5) 士地利用変化の回帰モデルの構築：客野9)、Su10)、

GaoらII)が採用している最小 2乗回帰 (OrdinaryLeast 

Squares :OLS)注6)と地理空間加重回帰 (Geographically

Weighted Regression : GWR)注7)の併用による分析方法を

用いて土地利用変化量の都市内における分布状態を表現

し得る回帰モデルを構築する。

6)土地利用変化量の関連囚子との相関分析： 5) による

回帰モデル分析をもとに 4年間の土地利用変化量と関連

する因子との相関について明らかにする。

2. 土地利用変化量の分布と各地区の特性

2.1 土地利用変化量にみる分布の傾向

既研究による 89駅周辺地区の土地利用の占有率が高

い種別は商業業務用地、 居住用地、公共施設用地の 3種

であったことから、それぞれについて 2016年と 2020年

の土地利用率を比較した。そして商業業務用地および公

共施設用地の占有率 (2016年）と変化量に特徴が見られ

たことから、これらを統合し地下鉄駅整備前 (2016年）

の占有率と 2016年から 2020年までの 4年間の上地利用

の変化量を視覚的に表現した（図 6)。図中の各点は分

析対象89駅周辺地区であり、その濃淡は左側が 2016年

の商業業務用地および公共施設用地（商業・公共施設用

地）の占有率、右側が 4年間の土地利用変化量（分析対

象駅周辺地区の面積に対する士地利用変化面積の割合）

を示している。

2016年商業 ・公共施設用地の占育寧 4年間土地利用変化量

I 9-
1 -0% 55% 0% 30% 

●OOO 

O O•••••••: .....．．．...．．．．．．． 

□ 二図6両側の情報を比較し、 2016年の商業・公共施設用

地の土地利用占有率が麻く、 4年間の土地利用変化量が

少ない開遠門駅、北大街駅、通化門駅など特徴的な地区

（輪郭が赤い点）が確認できた。この地区は西安市の東

部 1カ所、南部 2カ所、西部 1カ所、北部 2カ所、中央

部3カ所、南西部 2カ所に分散しており、その多くが北

-35-



大街駅、小塞駅などの乗り換え駅を内包する地区である。

また、これらの地区に隣接する他地区のほとんどが 4年

間の土地利用変化量が大きい。しかし一方でこの特徴は

地下鉄路線端部ではみられない。

以上より、西安市では路線端部など郊外に立地する駅

周辺地区を除き、 地下鉄整備によって商業機能を有して

いた地区（商業 ・公共施設用地の占有率が高い地区）で

の土地利用変化は少なく周辺の隣接地区において土地利

用が変化する傾向が強いと言える。次節ではこのような

特徴についてさらに定量的分析により検証する。

2.2 空間的自己相関分析よる土地利用変化の特性

本節では、土地利用変化が人為的であるものの土地利

用規制等の範囲内での自然的な変化として捉え、 2020年

の89駅周辺地区の主占有土地利用である居住・商業・公

共施設用地と 4年間の土地利用変化量の空間的集積性に

表1 空間的自己相関分析 (Moran'sI)の結果

2020年の
4年間の上地利用変化量

居住・商業・公共施設用地率

Moran指数 0 4862 Moran指数 0.0451 

分散 (variance) 0. 0055 分散 (variance) 0.0052 

z得点
6.6705 z得点

0.4663 
(standard score) (standard score) 

pイ直 (probab1h ty) <O 0001 p値 (probab1lity) 0.6409 

※分析は逆距離加重法とユークリッド距離による

ついて地理情報システム (GIS)ソフトウエア ArcGISの

空間的自己相関分析ツール (Moran'sI)を用い分析した。

表 1中の左部分は2020年の居住 ・商業 ・公共施設用地

占有率の分析結果である。空間的自己相関性を示す

Moran指数は 0.486であることから集積性が高いこと、

また、 p値0.001未満、 z得点 6.671であるため帰無仮説

を否定でき、分析結果の集積傾向が統計的に有意である

と言える。さらに、主占有士地利用の占有率の分布は高

い地区と低い地区に分かれて集積している。

表 1中の右部分は4年間の土地利用変化量の分析結果

である。 Moran指数はー0.045であることから集積「生や分

散性の特徴がみられずランダムに分布していると言える。

また、 p値 0.641より、分析結果の信頼度は低いことを

示している。

2.3 クラスター／外れ値分析よる土地利用変化量の特性

前節にて 4年間の土地利用変化量の分布に関する明確

な特徴を確認できなかったこと、また、 2.1節で商業・

公共の占有率が裔い地区は士地利用変化量が少なく、集

積性分析を干渉する可能性があることを確認した。その

ため各駅周辺地区を中心とする局所的Moran指数を求め、

これに隣接する周辺地区の値との関係より集積性を有す

るクラスターとこれら複数地区の中の外れ値を有する地

区（外れ値地区）との区別を可能とするクラスター／外れ

値分析注sJ (Anselin Local Moran's I)を行なう。なお、本

研究では逆距離加重法 (InverseDistance Weighting) とユ

・
 
．
 
NA ――――― 0km 5km 

にニコLow-High外れ値地区
4年間の土地利用変化量
は高い地区群の中央に位
置する土地利用変化量は
低い地区。一High-Lo●外れ値地区
4年間の土地利用変化量
は低い地区群の中央に位
置する土地利用変化量は
高い地区。一High-High集積性地区
4年間の士地利用変化量
は高い地区群のクラスク
ー中心とする地区。一Lo●-Low集積性地区
4年間の土地利用変化量
は低い地区群のクラスタ
ー中心とする地区。

ー 非特微地区
4年間の土地利用変化量
について周辺地区との顕
著な特徴が認められない
地区

図7 クラスター／外れ値分析による類型と位置

ークリッド距離 (Euclideandistance)を用いて空間関係を

定義した。また、西安市の地下鉄駅間距離が約 1,500か

ら2,000メートルであることから、 2ないしは 3駅区間

距離を対象とし、閾値を各駅を中心とする 4,000メート

ルとした。

分析結果を図 7に示す。分析対象89駅周辺地区は、

それ自身の土地利用変化量と隣接する駅周辺地区の土地

利用変化量の特徴より、 low-high外れ値地区 (LH地区）、

high-low外れ値地区 (HL地区）、 high-high集積性地区

(HH地区）、 low-low集積性地区(LL地区）および4年間

の土地利用変化量について周辺地区との顕著な特徴が認

められない地区（非特徴地区）の 5つに分類できた。

各グループの立地を見ると LH地区は、市内中心部 l

か所、東部 lか所、南部 2か所、西部 lか所、北部 1か

所、都市外郭北東部 lか所の 7カ所に分布している。ま

た、 HL地区は 1か所、都市外郭北東部に位置している。

加えて、 HH地区は、市内南部と都市外郭南部にそれぞ

れ 1か所位置している。さらに、 LL地区は市内南東部に

2か所と都市外郭北部に 1か所を位置している。最後に

顕著な特徴を有さない多くの地区があることを確認した。

特に、都市中心部とともに都市の四方向約 5,000~9,000

メートルの範囲に士地利用変化量が多いクラスターに囲

まれた LH地区を有する地区 (6開遠門駅、 14通化門駅、

24鳳城五路駅、 29鐘楼駅、 33小塞駅、 35会展中心駅、

61双塞駅）は、 2.1節にて抽出した特徴的な地区（赤輪

郭点）と重複するものが多いことを確認した。

次章では 7つの LH地区を中核商業拠点と定義し、回

帰モデルの構築とこのモデルを用いた分析を行う。

3. 土地利用変化量の回帰モデルの構築

3.1 回帰モデルの環境因子

前章では、分析対象とした 89地下鉄駅周辺地区のな

かで、地下鉄駅整備後の 4年間で隣接する駅の士地利用

変化が特徴的な 7つの地区 (LH地区）を抽出した。こ

れらの 7地区における環境特性と土地利用変化との関係

-36-



表2 モデリング用の独立変数表

カテゴリ一 番号

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 ， 
10 

1 1 

I土地利用

11地域開発度

Ill地下鉄線路

独立変数

2016年度居住用地率

2016年度商業・公共施設用地率

2016年度居住・商業・公共施設用地率

2020年度居住・商業・公共施設用地率

4年間空地使用率

高層建築率

建ぺい率

地下鉄日平均客数

周辺中核商業拠点数

中核商業拠点からの最少駅区間数の逆数

中核商業拠点からの最短直線距離の逆数

位
＿
％
％
％
％
％
＿
％
％
一
人
個
―

単 内容

2016年駅周辺地区の居住用地面積に対する総面積の割合

2016年駅周辺地区の商業・公共施設面積に対する総面積の割合

2016年駅周辺地区の居住・商業・公共施設面積に対する総面積の割合

2020年駅周辺地区の居住・商業・公共施設面積に対する総面積の割合

2016-2020年間駅周辺地区に減少した空地面積に対する総面積の割合

2016年駅周辺地区の高層建築 (7層以上）敷地面積の割合

2016年駅周辺地区の建ぺい率

地下鉄駅の日平均乗降客数 (2020年時点で統計）

駅周辺 4000M以内の国地区 (low-high外れ値地区）数

l／対象駅から最近の LH地区までの駅区間数（個）

1／対象駅から最近の LH地区までの直線距離 (M)

を明らかにするため回帰モデルを構築し分析する。

回帰モデルの構築においては、 2016年から 2020年の

4年間の各駅周辺地区の土地利用変化量を従属変数とし、

表2に示す 3カテゴリーの 11個の環境因子を独立変数

とした。なお、使用したデータは、筆者らの先行研究で

用いたネット上の士地利用公開データに加え、地下鉄路

線に関する情報を用いた。

第 Iカテゴリーは土地利用に関するもので 2016年度

居住用地率、 2016年度商業・公共施設用地率等 5因子と

した。なお、 2016年度の 3つの独立変数の同時使用は重

複的な影響の可能性が考えられるが、次節以降の個別地

区の士地利用変化と相関する士地利用種別の判別におい

て有効であることや、回帰モデルの構築の際に重複する

独立変数を多重共線性測定により削除が可能であること

から採用した。また、独立変数の 4年間空地使用率と従

属変数の 4年間士地利用変化量を区別する必要があるが、

4年間空地使用率は 2020年と 2016年の空地率の差分値

であり、 4年間土地利用変化量は 8つの士地利用種別注9)

の転用現象を含めた数値である。なお、西安市の 89駅地

区には 4年間空地使用率が 0でありながら 4年間士地利

用変化量が高い地区が存在している。

第IIカテゴリーは地域開発度に関する高層建築率注10)、

建ぺい率の 2つの因子を用いた。なお、これらはインタ

ーネット上の公開情報 (2016年） 12) より抽出した。

第rnカテゴリーは地下鉄路線に関するものであり、地
下鉄日平均客数、周辺中核商業拠点数、中核商業拠点か

らの最少駅区間数の逆数、中核商業拠点からの最短直線

距離の逆数の4因子である。ちなみに周辺中核商業拠点

数は 2.3節と同様に約 4,000メートルを閾値として計数

した。なお、士地利用変化と地下鉄路線の設置との関連

を把握するため中核商業拠点からの最少駅区間数と中核

商業拠点からの最短直線距離を採用したが、地下鉄4路

線は屈曲部や交差部があるため変数としての重複はなく、

また、これらは逆数として用いた。

3.2 最小2乗回帰モデルの構築

採用した複数の独立変数の中で有効な独立変数を三段

階で識別し、最小 2乗回帰 (OrdinaryLeast Squares 

regression : OLS) により最適な OLSモデルを構築した。

第一段階では実験性回帰における分散拡大係数 (VIF

値）を通して多重共線性を持つ独立変数を取り除き、続

く第二段階で残りの独立変数の係数 (coefficient)とp値

を確認し選別した。最後に第三段階では独立変数を順列

組合わせにより複数回モデリングを行ない各パラメータ

ーを比較し最適なモデルを特定した。

表3中の左部分は第一段階の実験性回帰の結果であり、

多重共線性の有無を VIF値により確認した。各因子の

VIFは、それぞれ 2016年度居住用地率 (26.235)、2016

年度商業・公共施設用地率 (16.909)、2016年度居住・

商業・公共施設用地率 (50.901)であり、全て 7.5を超

え多重共線性が認められたため、全独立変数の VIF値が

7. 5以下となるまでVIFが最大値の変数から順列で除去

し再モデリングした。なお、地下鉄日平均客数の回帰係

数は 0、p値は 0.897であったためこの因子は除去した。

第二段階（表 3中の中央部）では、まず、再モデリン

グにより 2016年度居住用地率を除去し全ての VIF値が

7. 5以下とし多重共線性を取り除いた。次に建ぺい率と

中核商業拠点からの最短直線距離の逆数に注目した。第

二段階のモデルに対する Koenker(BP)検定町1)により

統計的有意性がみられ (p値： 0.029)、空間的不均質性

(heteroscedasticity)が確認されたことからロバスト p値

により独立変数の統計的有意性を判断した。しかし、こ

の2つの独立変数のロバスト p値はそれぞれ建ぺい率が

0. 536、商業中核地区からの最短直線距離の逆数が 0.458

であり統計的有意性を有すると言い難いため独立変数よ

り除去した。

第三段階（表 3中の右部分）では、全独立変数の VIF

値が 7.5以下、調整済み決定係数 (AdjustedRりが 51.8%

となり独立変数が従属変数の 51.8％を説明可能である。

一方、 Jarque-Bera検定注12)では統計的有意性を確認でき

ず (p値： 0.146)、残差は正規分布に従うと判断した。

さらに、Koenker(BP)テストより統計的有意性がある (p

値：0.048)こと、そして全独立変数のロバスト p値に統

計的有意性が見られた。

最終的に7つの有効な独立変数を確認しOLSモデルに

採用した。

本章では、最小 2乗回帰によるモデル構築通じて、2016
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表3 最小 2乗回帰分析結果

段階 1

Coeffic1 
P-value VIF 

ent 
Coeffici 
ent 

2016年居住用地率 -0.02S 0.902 26. 235 

2016年良商業・公共胞設
0.201 0. 340 16 909 

用地率
0.219 

2016年度居住・商業・公
-0 282 0. 186 50 901 

共施設用地半
0. 302 

2020年度居住・商菜・公
0. 133 0.021* 3. 321 

共施設用地字
0. 133 

4年間空地使用率 0. 160 0.022* 1 993 0. 163 

高層建築率 0.217 0. 000* 1. 795 0.215 

建ぺい率 0.069 0..538 3. 300 0.062 

地下鉄日平灼客数 0.000 0.897 I. 802 

周辺商業中核地区数 0.027 0. 136 2. 780 0.027 

周辺中核商業拠点数から
0.085 0.118 6.284 

の最少駅区間数の逆数
0. 089 

商業中核地区からの最短
0.006 0.429 6.418 

直線距離の逆数
0.005 

AdjustedR2 

AICc 

段階巳

P-value 
Robust 

VIF p 

0.006* 0.016* 2. -117 

0.000* 0. 001* 6,283 

0.019* 0.021 3. 295 

0.013* O.Ol5* I 821 

0.000* 0. 001* 1. 757 

0.553 0.536 3,031 

0.081 0.040* 2.341 

0.080 0. 032* 5.617 

0.413 0.458 5.370 

0.488 

-227.915 

段階：：｝

Coeffic1 p Robust 
VlF 

enl -value p 

0.223 0 004* 0 014* 2. 335 

-0 288 0 000* 0 001* 5. 762 

0. 148 0.007* 0,009* :,. 080 

0. 160 0 014* 0 017* 1. 804 

0. 196 0 000* 0. 001* 1. 301 

0.028 0.059 0.019* 2.309 

0. 123 0.055 0.001* 2. 128 

AdjustedR2 

AICc 

Koenker(BP)test(p） 0. 029* Koenker(BP)test(p) 

Jarque-Beratest(p) 

0.518 

-231. 696 

0.048* 

0. 146 *: _!)_ < 0. 05 J ar9ue-Bera test~£1 0. 121 

年度居住用地率と 2016年度居住・商業・公共施設用地率

は同質性がみられ、地下鉄日平均客数と建ぺい率は士地

利用変化量に関連性が低いことを明らかにした。また、

中核商業拠点からの最少駅区間数の逆数より中核商業拠

点からの最短直線距離の逆数は士地利用変化量に対する

回帰係数と統計的有意性が非常に低いため、中核商業拠

点による他地区への開発刺激作用の強さ（関連性）は、

地区間の直線距離と関係なく、地下鉄路線分布による区

間数と関連していることを確認した。

次章では、 OLSモデルを地理空間加重回帰分析に入れ

て土地利用変化量の空間的不均質性について分析する。

4. 空間的不均質性からみた土地利用変化量の特性

4. 1 地理空間加重回帰モデルの構築

前章で構築したOLSモデルが、 Koenker(BP)テスト

において統計的有意性が認められ、独立変数に空間的不

均質性を有することを確認したため、このモデルが地理

空間加重回帰分析 (GWR)分析に適すると判断した。そ

こで、 ArcGISの地理空間加重回帰分析ツールを用い、各

地区に隣接する他の駅周辺地区の従属変数と独立変数と

を組み込みOLSモデルを再構築した。

GWRでは、適切なバンド幅となるよう前章の分析と

の撒合性を考慮し固定距離法（ガウスカーネル）に設定

した。図 8はバンド幅注13)とモデルの AICc値および

AdjustedR列直との関係を示しておりバンド幅20,944mで

AICcの最小値となる。設定作業では、 5,000m~21,000m

の範囲について、まず500m間隔でAICcとAdjustedR2

値を記録し、次に200m、さらに 100mへと距離を変更し

ながら精度を高め、最終的に低AICc値と高AdjustedR2

値となる最適なバンド幅を 7,900~8,000mに位置する

7,928mに確定しGWRモデルを構築した。

表4は最終的なGWRモデルの詳細であり、確定した

バンド幅7,928mと最小AICc値となるバンド幅20,994m 

とを比較したものである。 AdjustedR打直は、それぞれ

0. 593 (7, 928m)、0.522 (20, 944m)であり、前者が 7.1%

高く、 59.3％の信頼区間に統計的有意性を有する。また、

AICc値は、それぞれー235.200 (7, 928m) 、-238.900

(20, 944m)であり、前者がやや大きい。さらに、残差

平方和はそれぞれ0.182 (7, 928m)、0.279 (20, 944m) 

であり前者が小さい。なお、前章の OLSモデルにおける

AdjustedR叶直 (0.518)およびAICc値 (-231.696)に対

し、 GWRモデルではより大きなAdjustedR叶直とより小

さなAICc値となり、モデルの精度が高くなる。

10000m 

』

20944m 

図8 モデルのAICc値と AdjustedR2値
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表4異なるバンド幅によるモデルの性能
バンド幅 7,928m バンド幅20,944m

Adjusted R' 0 593 0 522 

AICc -235.900 -238.900 

残差平方和 0. 182 0 279 

残差の Moran指数 0.044 0.093 

残差の Moran'sI z得点 0. 767 1 442 

残差のMoran'sIp値 0.442 0. 149 

local面冦―l

一
Ill標準化残差
一<•2.5Std

ー」
―・2.5・・I.5Std 

は悶:1~ U Ill一l.5・・0.5Std
0.701-0.7911 c 

I 9.̀  
・〗二三ニ
最後に空間的自己相関分析によりバンド幅 7,298mの

モデルの標準化残差(Standardizedresiduals)の状態につい

て分析し、 Moran指数 0.044、z得点 0.767、p値 0.442

を得た。よって残差はクラスター性を有しないランダム

な分布であり、バンド幅20,944mよりもバンド幅7,928m 

の残差がランダム分布の傾向が高いとえる。

図9は、左側が分析対象とした 89駅周辺地区の局所

的R叶直であり、右側が局所的標準化残差である。

応値をみると都市中心部、南部、西部および都市北部

周縁部が高い (0.701-0. 791)ことがわかる。また、都市

北東部に位置する地区の R叶直は低く、特に辛家廟駅、広

泰門駅、桃花渾駅では最も低い値の地区である。

標準化残差を見ると駅周辺地区の大部分は標準偏差

土1.5以下の範囲内にあり、残りの士1.5-2. 5倍の地区カ

分散的に立地するとともに、都市北東部に 2.5倍以上に

属す百花村駅，余家塞駅の 2地区がある。よって、モラ

ルは他地区に比べ北東部の解釈力が弱く、また標準化列

差が 2.5倍以上の地区は特殊な土地利用状態にある可薗

性がありさらなる分析が必要である。

4.2 地理空間加重回帰による土地利用変化量の特徴

本節では各独立変数と 2016年から 2020年の 4年間に

おける土地利用変化量との関係について分析し考察すそ

図 10は各独立変数に対する相関係数を自然分類社

(Jenks)を通じて視覚化したものである。

「2016年度商業・公共施設用地率」は、全地区で正(1

相関が確認でき、 二号線と四号線の都市北部に立地すそ

駅周辺地区での相関性は最も強いことがわかる（図 10a

また、 三号線の路線端部や一号線の西部に克地する地じ

では相関性が低い。

「2016年度居住・商業・公共施設用地率」をみると、

全ての地区で負の相関がみられ、 二号線および四号線J

の南部に立地する地区が最も強く、全体として北部かt
南部に向け相関が強まる傾向が確認できる（図 10b)。

「4年間空地使用率」では、 一号線の東部および三E

線の都心東部を除き正の相関がみられる（図 10c)。4

体的には、二号線および四号線の北部に立地する駅周辺

地区が特に強くことがわかる。

なお、固 10aおよび図 10cにて北部地区における高し

正の相関がみられるのは、土地利用変化量は商業・公土

施設に依存し、その変化は空地においてみられる。また

一方で一号線と三号線の東部交差部に位置する通化門励

5 
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図11 地下鉄4路線における独立変数の相関係数の分布

を中心とする新城区では、空地を活用しない建物更新6)

によるものと考えられる。

「2020年度居住・商業・公共施設用地率」については、

全ての地区で正の相関がみられ、二号線および四号線の

南部と北部の路線端部、また三号線の北端部に立地する

地区が強いことがわかる（図 10d)。全体を見ると路線

端部が強く都市中心や東部に立地する地区は低く、例え

ば北客姑駅、保税区駅、航天新城駅など係数が高い路線

端部にある地区は新規開発地区であり、地下鉄路線網の

拡張状況と一致し、 2016年の時点ではほとんど未開発の

地区であった。一方で都市中心部や東部に立地する安遠

門駅、大明宮駅など係数が低い地区は、古代の城壁や宮

殿遺跡などの歴史的建築物が多く、 「西安歴史文化名城

保護条例」 13)によって周辺の土地利用開発に対する建築

物の高さや容積率、そして用途等が厳しく制限されてい

ることから非開発地区或は建物更新のみの地区である可

能性が高い。そのため 4.1節での分析のように最小の局

所的応値地区と最大の標準化残差地区が全て都市中心

部と東部に集積することから、これらの地区の回帰モデ

ルによる予測値に誤差が生じると思われる。

「高層建築率」は、全地区で正の相関がみられ、各路

線の都市中央部に立地する地区や一号線と三号線の西部

にある地区で強い相関がみられる（医 lOe)。特に三号

線上の西端部で強く、ここは、 「西安城市総体計画

(2008-2020)」による科技路駅を中心とする西安市の革新

技術開発区であり、情報技術、生物医学、新エネルギー

関連の企業が集積し麻層建築が多いことから土地利用変

化量も多く、開発への相関性が高いと言える。

「周辺中核商業拠点数」をみると全ての地区で正の相

関を示し、都市南部の三号線と二号線の乗り換え駅周辺

地区（太白南路駅、吉祥村駅）での相関性が強いことが

わかる。また、全体として都市中央部での値が高く、路

線端部に位置する地区では低いと言える（医 IOf)。

「叫亥商業拠点からの最少駅区間数の逆数」では、全

地区で正の祖関がみられ、また、相関が強い地区が都市

中央部や分散して立地している（図 10g)。

以上、各独立変数の分析対象駅周辺地区に対する相関

性とその度合い、そして立地特性との関係について明ら

かにした。次節では各独立変数の相関係数についてさら

なる分析を行う。

4.3 独立変数の相関係数の分布と中核商業拠点の判明

図11は、分析対象とした 89駅周辺地区における各独

立変数の相関係数の平均値と地下鉄4路線の各独立変数

の相関係数の分布をまとめたものである。

全89駅周辺地区の平均値をみると、正の相関が強い

独立変数は 2016年度商業・公共施設用地率 (0.239)お

よび高層建築率 (0.211)であり、負の相関が強いものは

2016年度居住・商業・公共施設用地率 (-0.333)である。

また、周辺中核商業拠点数の平均値 (0.028)もやや正の

相関を示す。

次に地下鉄4路線に注目すると、全路線のなかで四号

線と二号線上に立地する地区の各独立変数の相関係数平

均値は裔く、一方で一号線と三号線の各独立変数の平均

値は全体として低い傾向にある。これは、西安市による

「西安城市総体計画(2008-2020)」において都心の南北方

向を「経済開発軸」として指定され、二号線と四号線が
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この軸上に位置することによるものと推察される。

さらに、各路線の独立変数の相関係数の分布（箱ひげ

図）に注目すると、周辺中核商業拠点数と中核商業拠点

からの最少駅区間数の逆数の箱部分（データの中央

50%）が他の独立変数より小さいことから、これらの空

間的不均質性は弱く全地区での係数差が低いこと、そし

て、路線ごとにみると二号線と四号線で分布範囲が大き

く、路線内でのばらつきが多いことがわかる。

2.3節において、自身の上地利用変化量は少ないもの

の周囲あるいは隣接して土地利用変化量が多い地区があ

る7つのLH外れ値地区を確認した。図 lOfと図 10g内

の黒色で輪郭を表現したものはこの 7つの LH外れ値地

区であり、ここからはこの 7拠点に注目し分析する。

まず、一号線上に位置する 6開遠門駅および 14通化

門駅は、 2016年度商業・公共施設用地率の相関値がそれ

ぞれ0.151、0.234であり、西安市第二環状道路内に位置

する既成市街地区にあり 2016年時の商業公共施設用地

の占有率が高い（図 6)。

次に、二号線上の北部より順次位置する 24鳳城五路

駅、 29鐘楼駅、 33小塞駅、 35会展中心駅は、 2016年度

商業・公共施設用地率の相関値がそれぞれ0.376、0.203、

0.218、0.235であり、また 2016年時の商業・公共施設

用地の占有率が高い地区である（図 6)。これらの地区

は、 29鐘楼駅が第一環状道路内に、そして、 24鳳城五路

駅、 33小塞駅、 35会展中心駅が第二環状道路内に位置す

る既成市街地区である。

最後に三号線上の北東端部近傍の 61双棄駅は、

2016年度商業・公共施設用地率の相関値が低く、周辺中

核商業拠点数および中核商業拠点からの最少駅区間数の

逆数も低い相関値を示す。ここは、 2016年に商業・公共

施設用地の占有率が低く （図 6) 、また、第三環状道路

外に位置する地下鉄幣備後の新規開発地区であり、この

エリアは「西安国際港務区」に指定 (2015)され 14)、明

確に開発政策が実施されていることから、空間的自己相

関分析により偶然に LH地区として抽出された可能性が

高い。そのため他の 6つの LH地区のような中核商業拠

点の特徴は有していない。他方、残る 6つの中核商業拠

点については、例えば、 15万寿路駅、 45吉祥村駅、 46

大雁塔駅などの隣接地区で大規模商業施設の建設が確認

されるが、最少駅区間数の逆数の係数差が低いため、各

地区は中核商業拠点より離れるほど開発圧力が低誡され

上地利用変化と中核商業拠点の相関性は低下する。

なお、本研究が地下欽4路線上に独立して空地する 89

カ所の地下鉄駅周辺地区を分析対象としていることから、

本節においては、路線別での分析に留まった。しかしな

がら土地利用の変化は、行政区あるいは環状道路により

区分されたエリアの地域特性も影喫すると考えられるこ

とから今後の研究の課題としたい。

5. まとめ

本研究は、中国の西安市における地下鉄整備により変

化した 89駅周辺地区の土地利用に注目し、整備前後の変

化量を可視化し、空間的自己相関分析によりその変化傾

向と立地特性との関係を分析した。また、士地利用変化

に関与する独立変数を抽出し回帰モデルの構築により相

関性について明らかにした。得られた結論は以下のとお

りである。

1) 2020年の地下鉄沿線地区の居住・商業・公共施設用

地は顕著な集積性を示すものの、上地利用変化量には

集積や分散傾向はみられない。また、各駅周辺地区を

中心とする約4,000メートルの局所的土地利用変化量

に注目すると、中心駅と隣接駅の変化量の組み合わせ

により 5つの類型(low-high外れ値地区、 high-low外れ

値地区、 high-high集積性地区、 low-low集積性地区お

よび非特徴地区）に分けられ、特に従前より商業的上地

利用がなされ隣接駅の士地利用変化量が多い 7つの地

区 (low-high外れ値地区）は中核商業拠点が特徴的で

ある。 (2章）

2)最小2乗回帰により駅周辺地区の 3つの環境的カテゴ

リー（士地利用、地域開発度、地下鉄路線）から「2016

年度商業・公共施設用地率」、 「2016年度居住・商業・

公共施設用地率」、 「2020年度居住・商業・公共施設

用地率」、 「4年間空地使用率」、 「高層建築率」、

「周辺中核商業拠点数」、 「中核商業拠点からの最少

駅区間数の逆数」の計7つの独立変数を抽出し、上地

利用変化量を従属変数とする回帰モデルを構築し、士

地利用変化量の空間的不均質性を確認した。 (3章）

3)上地利用変化量の空間的不均質性が認められたことよ

り最適バンド幅による地理空間加重回帰分析 (GWR)

モデルを構築し、士地利用変化量（従属変数）と各独

立変数との相関係数の分布をマップ上に可視化し傾

向を把握できた。そして二号線と四号線上に立地する

地区（都市の南北方向に分布する地区）は各独立変数

に対する相関係数が高いことを確認し、また、 「周辺

中核商業拠点数Jと r中核商業拠点からの最少駅区間
数の逆数」の相関係数は他の独立変数により顕著な空

間的不均質性が確認できないことを明らかにした。さ

らに、 7つの LH地区を相関係数と占有率の特性によ

り6つの中核商業拠点を判別した。 (4章）

本研究は中国四安市における地下鉄整備による駅周辺

肌区の士地利用変化に注目し分析をおこなった。一般的

に上地利用の変化はゾーニング等の都市計画制度や都市

政策、そして経済的側面に強く影轡を受ける現象であり、

その変化の要因の解明には限界があると言える。そのた

め本研究では、土則和」用変化量をそれらによってコント

ロールされた範即内での自然的変化として捉え、また、

その変化量の空間的不均質性に注目し、関連要素の抽出
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と変化量の路線上での分布傾向の把握と分析を試みたも

のである。なお、データ構築や分析においては中国国内

の事情により精緻な関連情報の収集が困難であったこと

から一部の地区においてはモデルの有効性の限界を否定

できず、分析結果の取り扱いについてば慎重にすべきで

ある。しかしながら、本研究は日本とは異なる都市構造

を有する中国の都市における地下鉄駅周辺地区に注目し、

他分野の分析方法を通じて土地利用の変化要因への試み

たものであり、同図における地下鉄整備計両と士地開発

のコントロールに関する理解に貢献すると考えている。

今後は、より詳細なデータの収集・分析、政策決定者や

閲発主体への聞き取り等により、回帰を干渉する要素を

考慮してモデルの有効度を引き上げることで、地下鉄整

備による都市開発に対するさらに有益な知見の獲得につ

なげたい。
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注

注 1)二線都市とは、主に中国の不動産分野において都市

の経済力や影警力の評価に基づいて用いられる分

類である。二線都市は一線都市（北京市、上海市、

広州市、深セン市）に比べ影響力は祖対的に小さい

ものの中国の経済や社会に対して大きな影響力を

もつ大都市として位置づけられており、西安市、成

都市、青島市、南京市、武漢市などがこれにあたる。

注2)空間的不均質性(Spatialheterogeneity)は、一般的に

景観または人口に起因する特性であり、地域内の各

種のさまざまな濃度の不均ーな分布を指す。空間的

に不均ーなエリアには、複数の種の植物や動物（生

物学的）、地形の形成（地質学的）、環境特性（降

雨、気温、風など）がその地域を満たしていること

が混在している。空間的不均質性を示す集団は、違

い個体のさまざまな濃度が地域全体に不均ーに分布

している集団である。本研究の空間的不均質性は各

独克変数と土地利用変化の関連性は都市内における

強さの不均ーな分布を表現している。

注3)中国の都市は、行政レベルにより直轄市（北京市、

上海市等4都市）、副省級都市（西安市、成都市等

16都市）、地級市（珠海市、煙台市等293都市）、

県級市（江陰市、膠州市等 394都市）に区分されて

おり、この中の副省級市（一部、地級市も含む）は、

日本の県庁所在都市に相当し、特別な自主権の付与

や省政府の設置など、政治的あるいは経済的に強い

影轡力を有する都市である。

注4)本研究において分析対象範囲の設定に用いた歩行

時間は、中国人被険者が交通ターミナルや駅を出発

点とし、他の目的を伴わない目的地もしくは隣接す

る交通結節点までの限界歩行時間が約 10分であっ

たとする中国広州市でのアンケート調査と実地記録

をよる結果（参考文献21)を採用した。また、中因

男性の平均身長 (1.67m) と女性の平均身長 (1.56 

m)により歩幡を 0.625/ s、頻度を 2歩／ sを採用

し、歩行速度を 4.5km/hと設定した上、約 750m（マ

ンハッタン距離）で分析対象範囲として設定した。

また、その際には各駅周辺の道路網や河川等通行上

の障害要素も考慮し徒歩圏域を設定した（図 3)。

注5)空間的自己相関(spatialautocorrelation)は、ある地域

における事象が、周辺の他の地域における事象の影

響を受けて相互作用が発生する場合、空間的自己相

関があるという。空間的自己相関は計量地理学にお

いて重要な課題の 1つである。本研究で使用した

Moran's I統計量は、 Moran(1948)により提案され、

ある属性の集積の程度を知ることができる。 1>

Moran指数＞0の場合、より大きくなるほどは集積

型分布となっていく；ー1<Moran指数<0の場合、

より小さくなるほどは均等型分布となってい

< ;Moran指数は 0に近づくほどランダム型分布と
なっていく。

注6)最小2乗回帰(ordinaryleast squares)：統計学では、

通常の最小2乗 (OLS) は、末知のパラメーターを

推定するための線形回帰法の一稲である。数式：Yi=

Lk八Xk,i+ E i、Yiは地点 iの従属変数、恥はK種
類目独立変数の係数、 Xk,iは地点iのK種類日の独立

変数、 cは誤差項。

注7)地理的加重回帰(GeographicallyWeighted Regression) 

は、地理およびその他の分野で使用される空間回帰

手法の 1つです。空間分析では、観測データは一般

に、地理的位置が変化するにつれて変数間相互の関

係は変化し、空間的非定常性(Spatialnonstationarity) 

ということである。空間的非定常性は空間的不均質

性の表現形式の 1つであり、一般に空間データに存

在している、例えば違い地区での疾病の発生率、都

市工業地域や非工業地域のPM2.5濃度など。従来の

線形回帰モデルを利用して空間データを分析する場

合、モデルは分析前に変数間の関係が「同じ」を持

っと想定するため、結果はグローバルの「平均」に

すぎないことをもらう。そのため空間データのこの

属性に対処するには、新しいローカル回帰法を採用

する必要があり、地理的加重回帰は研究者によって

提案され、多くの実践と検証が提案された。数式：

Yi=江ら(ui,vi) xk,i + E i、(ui,Vi) は地点iの地理

座標、ら(ui,Vりは地点 iでのK種類目独立変数の

係数、カーネル函数を利用して地点iから近づくほ
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ど他地点の係数値は近くなる。。

注 8)クラスター／外れ値分析(AnselinLocal Moran's I)と

は、空間的自□相関分析に関する Anselin(1995)に
より提唱された方法である。先ず局所的Moran指数

を求め、更に各個体の標準化した値とその周辺個体

の加重平均値により、高い値のクラスター、低い値

のクラスター、高い値クラスターに囲まれた低い値

個体、低い値クラスターに囲まれた高い値個体を特

定できる。。

注9)本研究の土地利用分類は、中国政府作成の「都市上

地分類および計画建設用士他基準」 (0B50137-2011)

の最新版 (2012年 1月 113発布）による都市土地分

類の基準を参考とした。

注 10)本研究では、中国標準「民用建築設計統一標準

Uniform standard for design of civil buildings」

(0B50352-2019)による建築分類を採用し区分しま

した。具体的には、 1~3階（高さ 10m以下）を低

層建築物、 4~6階 (10mく高さく24m)を多層建築物、

7~9階を中高層建築物、 10階以上を高層建築物と

して区分されていることより、本研究では7階以上

の建築物を r高層建築物」として定義しました。
注 ll)Koenker (BP) 検定 (Koenkerの標準化された

Bruesch-Pagan統計）は、モデルの独立変数が、地理

空間とデータ空間の両方にある従属変数に対する

一貫性のある関係を持つかどうかを判断するため

の検定である。この検定の結果が統計的に有意であ

る場合は、独立変数は空間的非定常性または不均質

性を持つと示し、このモデルは地理的加重回帰分析

に適切な候補である。

注 12)Jarque-Bera検定は、残差が正規分布しているかど

うかを示す。このテストの p値は統計的に有意であ

る場合は、残差は正規分布せず、モデルは偏りがあ

ることを示し、モデル結果の信頼性は低いである。

注 13)地理的加重回帰でのバンド幅は各地区の近傍領域

を決めるものである。近傍領域は通常円で表され、

その円の半径はバンド幅と呼ばれる。
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